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ワン
ポイント

（葉月）AUGUST

11日・山の日

日 月 火 水 木 金 土

8月◆  8 月 の 税 務 と 労 務

8 2025（令和7年）

協調支援型特別保証制度　物価高や人手不足などの影響を受けている中小企業者向けに、今
年春からスタートした新しい保証制度。申込金融機関から、本制度による保証付き融資の実行
と原則同時に本保証付き融資額の1割以上のプロパー融資を受けることなどが要件。保証申込
日に応じて、国による信用保証料の一部補助が受けられます。

国　税／�7月分源泉所得税の納付� 8月12日

国　税／�6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）�

� 9月1日

国　税／�12月決算法人の中間申告� 9月1日

国　税／�9月、12月、3月決算法人の消費税等の�

中間申告（年3回の場合）� 9月1日

国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告� 9月1日

地方税／個人事業税第1期分の納付

� 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

� 市区町村の条例で定める日
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8 月号─2

　

令
和
５
年
度
税
制
改
正
大
綱
の

「
基
本
的
考
え
方
等
」
に
、
防
衛
力

の
抜
本
的
な
強
化
を
行
う
た
め
に
安

定
的
な
財
源
を
確
保
す
る
こ
と
が
明

記
さ
れ
ま
し
た
。
令
和
９
年
度
に
向

け
て
複
数
年
か
け
て
段
階
的
に
実
施

す
る
こ
と
と
し
、
１
兆
円
強
を
確
保

す
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
財
源
と
し
て
具
体
的
に
は
、

法
人
税
額
や
所
得
税
額
に
対
し
て
新

た
な
付
加
税
を
課
す
こ
と
や
、
た
ば

こ
税
の
引
上
げ
の
措
置
が
挙
げ
ら
れ

ま
し
た
。
こ
の
こ
と
を
踏
ま
え
て
、

令
和
７
年
度
税
制
改
正
で
は
、「
防

衛
特
別
法
人
税
」
の
創
設
と
、
加
熱

式
た
ば
こ
に
対
す
る
課
税
の
適
正
化

及
び
た
ば
こ
税
の
引
上
げ
を
実
施
す

る
こ
と
が
決
ま
り
ま
し
た
。

　

な
お
所
得
税
に
関
し
て
は
、
令
和

５
年
度
税
制
改
正
大
綱
等
の
基
本
的

方
向
性
を
踏
ま
え
つ
つ
、
い
わ
ゆ
る

「
１
０
３
万
円
の
壁
」
の
引
上
げ
等

の
影
響
も
勘
案
し
な
が
ら
、
引
き
続

き
検
討
を
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

特
別
措
置
法
の
制
定

　

令
和
４
年
５
月
の
日
米
首
脳
会
談

で
は
当
時
の
岸
田
首
相
が
、
日
本
の

防
衛
力
を
抜
本
的
に
強
化
し
、
そ
の

裏
付
け
と
な
る
防
衛
費
の
相
当
な
増

額
を
確
保
す
る
決
意
を
表
明
し
ま
し

た
。
こ
の
方
針
を
踏
ま
え
、
同
年
11

月
に
公
表
さ
れ
た
有
識
者
会
議
に
よ

る
報
告
書
で
は
、
ま
ず
は
歳
出
改
革

に
よ
り
財
源
を
捻
出
す
る
こ
と
を
優

先
的
に
検
討
す
べ
き
と
し
、
非
社
会

保
障
関
係
費
が
対
象
と
な
る
と
さ
れ

ま
し
た
。
そ
し
て
、
同
年
12
月
に
岸

田
首
相
は
、
令
和
５
年
度
か
ら
令
和

９
年
度
ま
で
の
間
の
新
た
な
防
衛
力

整
備
計
画
の
規
模
を
43
兆
円
程
度
と

し
、
令
和
９
年
度
以
降
も
強
化
さ
れ

た
防
衛
力
を
維
持
す
る
た
め
、
毎
年

約
４
兆
円
の
追
加
財
源
の
確
保
が
必

要
と
の
考
え
を
示
し
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
経
緯
を
踏
ま
え
、「
我

が
国
の
防
衛
力
の
抜
本
的
な
強
化
等

の
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関

す
る
特
別
措
置
法
」
が
令
和
５
年
に

制
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

防
衛
力
強
化
の
た
め
の
財
源
の
検
討

　

令
和
４
年
12
月
に
決
定
さ
れ
た
新

た
な
「
防
衛
力
整
備
計
画
」
で
は
、

令
和
５
年
度
か
ら
令
和
９
年
度
ま
で

の
５
年
間
で
防
衛
力
整
備
に
必
要
な

金
額
は
43
兆
円
程
度
と
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
計
画
の
下
で
実
施
さ
れ
る

５
年
間
の
防
衛
関
係
費
は
40
・
５
兆

円
（
令
和
９
年
度
は
８
・
９
兆
円
）

で
、
２
・
５
兆
円
程
度
を
様
々
な
工

夫
で
確
保
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

令
和
９
年
度
以
降
の
防
衛
力
を
安

定
的
に
維
持
す
る
た
め
の
財
源
や
、

こ
の
計
画
を
賄
う
財
源
の
確
保
に
つ

い
て
は
、
歳
出
改
革
・
決
算
剰
余
金

の
活
用
・
防
衛
力
強
化
資
金
の
創

設
・
税
制
措
置
等
に
よ
り
、
歳
出
と

歳
入
の
両
面
に
お
い
て
所
要
の
措
置

を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

政
府
与
党
政
策
懇
談
会
資
料
と
し

て
示
さ
れ
た
「
新
た
な
防
衛
力
整
備

計
画
に
関
す
る
財
源
確
保
に
つ
い

て
」【
図
１
】
で
は
、
令
和
９
年
度
時

点
で
歳
出
改
革
に
よ
り
１
兆
円
強
、

決
算
剰
余
金
の
活
用
に
よ
り
０
・

７
兆
円
程
度
、
防
衛
力
強
化
資
金
の

創
設
に
よ
り
０
・
９
兆
円
程
度
、
税

制
措
置
に
よ
り
１
兆
円
強
を
確
保
す

る
構
想
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

防
衛
特
別
法
人
税
の
創
設

　
「
我
が
国
の
防
衛
力
の
抜
本
的
な

強
化
等
の
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確

保
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」
の
規
定

に
基
づ
き
、
防
衛
特
別
法
人
税
が
創

設
さ
れ
ま
し
た
。
令
和
８
年
４
月
１

日
以
後
開
始
事
業
年
度
か
ら
適
用
が

開
始
さ
れ
ま
す
。

　

防
衛
特
別
法
人
税
の
納
税
義
務
者

は
、
各
事
業
年
度
の
所
得
に
対
す
る

法
人
税
を
課
さ
れ
る
法
人
で
す
。
税

額
は
、
課
税
標
準
法
人
税
額
に
４
％

の
税
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
で

す
。
課
税
標
準
法
人
税
額
は
、
基
準

法
人
税
額
か
ら
基
礎
控
除
額
を
控
除

し
た
金
額
で
す
。基
準
法
人
税
額
は
、

所
得
税
額
控
除
や
外
国
税
額
控
除
な

ど
の
一
定
の
制
度
を
適
用
し
な
い
で

計
算
し
た
各
事
業
年
度
の
所
得
に
対

す
る
法
人
税
額
で
す
。

中小企業への影響は…？中小企業への影響は…？
令和８年４月スタート令和８年４月スタート

防衛増税防衛増税
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基
礎
控
除
額
は
年
５
０
０
万
円
な

の
で
、
中
小
企
業
で
は
所
得
が
２
４

０
０
万
円
程
度
ま
で
は
課
税
さ
れ
ま

せ
ん
。
こ
れ
に
よ
り
、
全
法
人
の

94
％
が
対
象
外
に
な
る
と
見
込
ま
れ

て
い
ま
す
。【
図
２
参
照
】

　

た
だ
し
、
納
税
額
が
生
じ
な
く
て

も
申
告
義
務
は
あ
り
ま
す
の
で
、
い

わ
ゆ
る
「
ゼ
ロ
申
告
」
を
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

た
ば
こ
税
の
見
直
し

　

加
熱
式
た
ば
こ
に
つ
い
て
、
紙
巻

た
ば
こ
と
の
間
の
税
負
担
差
を
解
消

す
る
た
め
、
課
税
標
準
の
換
算
方
法

が
見
直
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

具
体
的
に
は
、価
格
要
素
を
廃
止
し
、

重
量
の
み
に
応
じ
て
紙
巻
た
ば
こ
に

換
算
す
る
方
式
と
し
、
軽
量
化
に
よ

る
税
負
担
の
不
公
平
が
生
じ
な
い
よ

う
に
、
一
定
の
重
量
以
下
の
も
の
は

紙
巻
た
ば
こ
１
本
と
し
て
課
税
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
改
正
は
令
和
８
年
４
月
１
日

と
令
和
８
年
10
月
１
日
の
２
段
階
で

実
施
さ
れ
ま
す
。
そ
の
上
で
、
国
の

た
ば
こ
税
率
が
令
和
９
年
４
月
、
令

和
10
年
４
月
、
令
和
11
年
４
月
に
そ

れ
ぞ
れ
１
本
あ
た
り
０
・
５
円
ず
つ

引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

防衛力整備の水準 ：43.0兆円程度

予算総額 ：40.5兆円程度
  （A+B）

2.5兆円程度
（防衛力整備の水準の達成のための様々な工夫）

歳出追加需要：14.6兆円程度(A）

新
た
な
防
衛
力
整
備
計
画（
現
中
期
防
）対
象
経
費
の
増

5.2兆円
R4当初
中期防
対象経費

Ｒ5 Ｒ9 Ｒ10～
25.9兆円（Ｂ）

３強
１強

0.7程度

0.9程度

8.9程度 （単位：兆円）

【図１】新たな防衛力整備計画に関する財源確保について 政府与党政策懇談会資料より

１強

3.5程度

4.6～５強

税
制
措
置

歳
出
改
革

防
衛
力
強
化

資
金
防
衛
力
強
化

資
金

決
算
剰
余
金

の
活
用

決
算
剰
余
金

の
活
用

【図２】防衛特別法人税のイメージ

各事業年度の所得に対する法人税の額 所得税額控除額など

基礎控除額（年 500 万円）課税標準
法人税額

防衛特別法人税

×4％
・中小企業では、所得2,400万円程度まで
課税されないので、全法人の94％が対象
外の見込み　
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経
済
社
会
の
変
化
や
デ
ジ
タ
ル
技

術
の
進
展
等
を
踏
ま
え
て
、
国
税
庁

で
は
基
幹
シ
ス
テ
ム
の
刷
新
や
、デ
ー

タ
分
析
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
人
材

の
確
保
に
向
け
た
取
組
を
強
化
し
て

い
ま
す
。

　

税
務
固
有
の
課
題
や
問
題
点
を
踏

ま
え
た
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
業
務
に
対

応
で
き
る
人
材
を
確
保
す
る
た
め
、

令
和
５
年
度
か
ら
、
国
税
専
門
官
採

用
試
験
に
お
い
て
、
理
数
系
の
基
礎

知
識
や
素
養
を
問
う
出
題
を
す
る
試

験
区
分
（
B
区
分
）
が
創
設
さ
れ
ま

し
た
。
令
和
７
年
度
の
採
用
試
験
で

は
、
B
区
分
は
約
１
０
０
人
を
採
用

す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

最
近
の
税
務
調
査
で
は
、
総
勘
定

元
帳
の
エ
ク
セ
ル
デ
ー
タ
の
提
出
を

求
め
ら
れ
る
こ
と
や
、
フ
ァ
イ
ル
の

更
新
日
時
を
確
認
さ
れ
る
こ
と
、
臨

場
調
査
で
調
査
官
が
税
務
署
の
サ
ー

バ
ー
の
デ
ー
タ
を
確
認
し
な
が
ら
調

査
を
行
う
こ
と
も
増
え
て
い
ま
す
。

国
税
専
門
官（
B
区
分
）

の
創
設 　個人が、地方税法などで定められた事業

（法定業種）を行っている場合、事業税の納
税をする義務があります。法定業種は現在
70の業種があり、あんまや柔道整復など
の税率は３％、畜産業や水産業などは４％、
それ以外の業種は５％です。不動産貸付業
と駐車場業については、貸付不動産規模や
賃料収入及び管理の状況などを総合的に勘
案して、課税されます。
　税額は、事業所得又は（及び）不動産所
得の金額に一定の加減算を行った金額に税
率を乗じて求めます。個人事業税には青色
申告特別控除の適用がありませんので、所
得金額に加算します。他方、事業主控除が
あり、控除額は年間290万円で営業期間
が1年未満の場合は月割額になります。
　年の途中で事業を廃止した場合には、廃
止の日から1か月以内（死亡による廃止の
場合は4か月以内）に個人事業税の申告を
する必要があります。

8月の税務 ピックアップ  
 個人事業税

暑中のご挨拶
　暑中お見舞い申し上げます。
　厳しい暑さが続く中、こまめな水分補給など体調管理を各自が心掛けるだけでなく、
事業者としても冷房設備の活用や時差通勤の導入、適切な休憩時間を確保することなど、
暑さを乗り切るための取り組みが求められます。また、屋外作業の従事者においては、
日差しを遮るための装備の使用や作業時間の調整が必要です。安全と健康を最優先にし
ながら、効率的な働き方を目指すことが重要です。
　令和 7年度の税制改正では、いわゆる「103 万円の壁」への対応として、所得税にお
ける基礎控除や給与所得控除の額の引上げが行われました。また、中小企業に対する法
人税の軽減税率の特例の適用期限が延長されたほか、設備投資に係る各種優遇税制につ
いても、適用期限の延長や制度内容の拡充が行われています。
　労務関係では、定年制の廃止など 65 歳までの雇用確保措置を設けることが、4月か
ら完全義務化されました。さらに、育児・介護休業法の改正により、仕事と育児・介護
の両立支援のための制度を設けることが必要となっており、こちらはすでに 4月から施
行されているものと、10 月から施行されるものがあります。その内容は多岐にわたり
ますので、制度内容を把握し適切に対応することが肝要です。
　皆様方の益々のご発展とご健勝を祈念し、ご挨拶といたします。


